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H19.3～H22.3 木曽三川下流部船舶対策協議会開催状況及び不法係留船対策状況（ブースター船、下坂手）

全船舶、工作物撤去確認２２．３．２９ 下坂手

船舶３２ 船台１を撤去・保管簡易代執行２２．３．９～１５ 下坂手

簡易代執行公告２２．１．２５ 下坂手変形護岸

自主撤去終了２１．８．１０ ブースター船

自主撤去開始２１．５．１４ ブースター船

戒告書送付（行政代執行法）２１．４．１５ ブースター船

監督処分（河川法）２１．３．１３ ブースター船

早急に対応が必要な案件、船舶対策計画の策定第４回協議会平成２１年１２月１７日

第４回協議会に向けて幹事会平成２１年１１月２６日

基本方針（案）、大型作業船の是正措置第３回協議会平成２１年 ３月１９日

協議会設置の趣旨幹事会平成１９年 ３月１６日

基本方針（案）第２回勉強会平成２１年 ２月２６日

不法係留船の問題点と対策の流れ第１回勉強会平成２１年 １月１６日

現地視察、漁船とプレジャーボートの線引き第２回協議会平成２０年 ６月２６日

不法係留船の現状と問題点第１回協議会平成２０年 ２月１５日

H22.4～H23.3 木曽三川下流部船舶対策協議会開催状況及び不法係留船対策状況（松之木、西川）

H23年度強制的撤去措置（ケレップ水制群）、

不法係留船対策に係る計画書
第６回協議会平成２３年３月１６日

H23年度強制的撤去措置（ケレップ水制群）、

Ver.230224不法係留船対策に係る計画書

幹事会平成２３年２月２４日

船舶を12隻撤去簡易代執行２３．１．１９ 西川

～２０

船舶を7隻撤去行政代執行２２．１２．８ 松之木

船舶を9隻撤去簡易代執行２２．１２．７ 松之木

簡易代執行公告２２．９．２９ 松之木

簡易代執行公告２２．１１．３０ 西川

行政代執行令書２２．１２．１ 松之木

第５回協議会に向けて幹事会平成２２年 ６月１４日

本年度スケジュール、

不法係留船対策計画（素案）
第５回協議会平成２２年 ６月２８日

強制的撤去措置（松之木・西川）、

Ver.221117不法係留船対策に係る計画書

幹事会平成２２年１１月１７日

21.9時点 85隻確認

長良川

22.3.9～15  
簡易代執行実施（32隻、船台1）長良川左岸9.4km付近

下坂手変形護岸

H21年度 不法係留船舶対策箇所 【行政代執行手続き、簡易代執行】

【経緯】
本来の使用者が
いなくなったことから
H19年度末に占用廃止

撤去指導を継続して
実施するが是正されず

H21年には台風18号
により船が転覆・沈没

撤去完了後

撤去作業

下坂手
変形護岸

長良川左岸12km付近
に係留

ﾌﾞｰｽﾀｰ船
【経緯】
長良川河口堰運用開始
後の浚渫工事に従事し
た作業台船。

全長47m、幅約15mで
32klのA重油を積載。

老朽化が進み、沈没や
燃料油流出のおそれが
あった。

自主撤去（解体）

21.3月 監督処分 （河川法第75条第1項）
21.4月 戒告書交付 （行政代執行法第3条第1項）
21.5月 自主撤去開始
21.8.10  撤去作業終了

ﾌﾞｰｽﾀｰ船

H22年度 不法係留船舶対策スケジュール

本年度の取り組み

木
曽
三
川
下
流
部
船
舶
対
策
協
議
会

３月８月７月６月 11月１０月９月５月 ４月以降２月１月12月４月

6.14
幹事会

2.24
幹事会

3.16
協議会

松
之
木
変
形
護
岸

（一部）

3.8
指示書

幹事会、協議会内容
・H21取組総括

・本年度取組（松之木、西川）
・対策計画策定に向けて

素
案
作
成
作
業

船
舶
対
策
計
画
に
お
け
る
年
次
計
画
の
実
行

平成２２年度 平成２３年度

6.28
協議会

西
川
地
区

（ﾜﾝﾄﾞ）

幹事会、協議会内容
・H22取組（松之木、西川）
・H23年度取組（ケレップ）

・船舶対策計画策定

１１．１７
幹事会

幹事会内容
・本年取組（松之木、西川）
・対策計画策定に向けて

船舶
対策計画

幹事会

協議会

内外部調整

原案作成作業素
案
提
示

原
案
提
示

成案作成作業

内外部最終調整

成
案
提
示

河
川
管
理
者
が
策
定

5.17
指示書

6.22
指示書

8.3
指示書

9.29
監督処分

簡
易

行
政
代
執
行

代
執

11.15
戒告書

12.1
代執行令書

12.8
行政代執行

9.29
簡易代執行

公告

12.7
簡易代執行

8.23
指示書 ※是正済み

11.30
簡易代執行

公告

1.19～20
簡易代執行

手続き

手続き

簡
易
代
執
行

実施済み

予定

実線

破線

9.24
指示書

凡例

確
認
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H22年度 不法係留船舶対策箇所 【簡易代執行 行政代執行】

長良川左岸11 6k附近

西川地区
（ﾜﾝﾄﾞ）

木曽川右岸10 6k附近

松之木
変形護岸

(一部)

22.12.7  簡易代執行実施（9隻）
22.12.8  行政代執行実施（７隻）

長良川

撤去完了後

撤去作業

撮影H21.10

木曽川

23.1.19～20  簡易代執行実施（12隻）

22.4時点
40隻確認

撤去作業

撤去完了後

【経緯】
21.10月の台風18号
で船が沈没、所有者
は是正指示に従わず
放置

22.3月に水質事故発

生（沈没船から油流
出）し、緊急的に河川
管理者が引き上げ

22.4月一部占用廃止
22.9月監督処分・

簡易代執行公告
22.11月戒告書交付
22.12月代執行令書

【経緯】
当該場所は所有者不
明の不法係留船が、
長年に亘り多数放置
（21.4月時点で40隻）

日常管理ができてい
ない船がほとんどで
あり、油流出による
水質事故や洪水時
に流出するおそれが
あった

22.11月
簡易代執行公告

H23年度 不法係留船舶対策スケジュール

重点的撤去区域
における

強制的撤去措置

木
曽
三
川
下
流
部
船
舶
対
策
協
議
会

３月８月７月６月 11月１０月９月５月 ４月以降２月１月12月４月

2月
協議会

ケ
レ
ッ
プ
水
制
群

平成23年度 平成2 年度

1０月
幹事会

幹
事
会

協
議
会

簡
易
代
執
行

行
政
代
執
行

10月
戒告書

11月
代執行
令書

12月
行政代執行

9月
簡易代執行

公告

12月
簡易代執行

船舶撤去・不法工作物撤去指導

1０月幹事会内容

・強制的撤去措置の年次計画に係る
本年度対策（ケレップ水制群）及び来年度対策

・係留施設等の年次計画に係る取り組み

2月協議会内容

・強制的撤去措置の年次計画に係る
本年度対策（ケレップ水制群）及び来年度対策

・係留施設等の年次計画に係る取り組み

9月
監督処分

７月
指示書

６月
指示書

5月
指示書

実施済み

予定

実線

破線

凡例

河
川
管
理
者
に
お
い
て

船
舶
対
策
計
画
の
策
定
・公
示

重
点
的
撤
去
区
域
の
公
示

※公示方法
・木曽川下流河川事務所における縦覧、広報紙、ＨＰへ掲載等
・地方自治体広報紙、ＨＰ等へ掲載依頼等
・重点的撤去区域現地へ看板等の設置

H23年度 不法係留船対策箇所（重点的撤去区域）

木曽川右岸
14 0～24.4km附近

ケレップ
水制群 【木曽川ケレップ水制群】

木曽川付替えを技術的に
可能にした水制工（粗朶と
土・石）であり、戦前で最
大規模の水制群
施工年：明治44年

土木学会における選奨土
木遺産（H12年度）となっ

ており、水制周辺には多く
のワンドが創り出され、多
様な水辺環境を構築して
いる。

【不法係留の状況】

23.2.2～3の実態調査に
おいて、12箇所（57隻・桟
橋2）を確認している。

【河川管理上の支障】

沈・廃船を含め、管理がさ
れていない船が多数を占
め、出水時の流出や油漏
れなどの恐れがあるほか、
景観の阻害となっている。

東海大橋

木曽川

東海
広場

23.2 2～3 現地調査
12箇所（57隻・桟橋2）

木曽川

ケレップ水制

撮影H22.9

木曽川撮影H23.2
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16 6km
↓

1隻

16 6km

17 8km
↓

17.6km
↓

1隻
1隻

17.6km

17.8km

18.1km
↓

14隻

18.6km
↓

5隻

葛木
渡船場

18.1km 遠景
18 6km 遠景

19.4km
↓

19.8km
日原

渡船場

↓

20.4km
↓

1隻

19.4km

1隻

19 8km

5隻

20.4km  遠景
グライダー場

22.2km
↓

21.9km
↓

4隻
1隻

22.2km

21.9km 遠景
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23.4km
↓

23 8km
↓

20隻

4隻

23.4km 遠景

23.8km 遠景
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Ⅰ．木曽三川下流部不法係留船対策に係る計画検討の基本的考え方 
 
１．不法係留船対策に係る計画策定の目的 
 河川区域内の不法係留船は、洪水の流下の阻害、護岸への係留杭設置や船舶が流出した

場合の河川管理施設等の損傷、河川工事の実施の支障等の治水上の支障のほか、油漏れに

よる水質事故の発生、一般公衆の自由使用の妨げ、景観の阻害等さまざまな面で河川管理

上の支障を引き起こしているところである。資 1 
 河川管理者として撤去指導等をはじめとする対策を従来から講じてきたところであるが、

平成１８年の実態調査では係留船舶数１,４７８隻のうち無許可船舶は７０４隻となってお

り、平成２１年度に河川管理上の支障が著しい箇所について簡易代執行を実施し、平成２

２年度においても強制的な撤去措置（簡易及び行政代執行）を実施してきたところである。

資 2,3 
 しかしながら、不法係留船の数が多く係留場所も多数散在しており、一挙に強制的な撤

去措置を実施することが困難となっている等の状況にあることから、これらに対処するた

め実効ある対策を計画的に講ずる必要がある。 
 そのため、「計画的な不法係留船対策の促進について」平成１０年２月１２日付建設省河

政発第１６号河川局長通達等に基づき、河川整備方針、河川整備計画、河川環境管理計画、

河川空間管理計画及び水面利用ルール等と整合を図り、木曽三川下流部の水面利用の経緯

及び現状を踏まえたうえで、自然環境と調和の取れた安全で快適な河川利用の推進を図る

ために本計画を策定することとする。資 7 
 
２．不法係留船対策に係る計画策定の方法 
 河川管理者、関係行政機関、沿川自治体等が一体となって共通の目標を設定することが

必要であり、規制措置、係留施設管理、係留及び保管施設整備、水面や水際の秩序ある保

全と利用に関する将来像等について、「木曽三川下流部船舶対策協議会」での協議を通じて

河川管理者が策定していくものである。 
 当該協議会は、学識者、愛知県、岐阜県、三重県、沿川自治体、警察、国土交通省で構

成する。資 8 
 
３．係留船舶及び係留施設の取扱 
 木曽三川下流部において船を利用した生業等が古くから営まれてきているが、平成１８

年の係留船実態調査では、１,４７８隻の係留船のうち、不法係留船は７０４隻（漁船４２

 2 



２、漁船以外２８２）となっている。資 4,5,6 
 係留施設は、河川改修時等において生業船等の係留場所として整備した変形護岸（許可

施設）及び、船頭平長良川水路に整備した防災桟橋を当該場所に過去から係留していた船

（プレジャーボート等）の係留場所として設置した暫定係留（１０年間）施設があり、変

形護岸においては係留船舶の不存在、無許可使用の増加や不法工作物の設置等が課題とな

っている。資 9,10 
 これらの課題解決に向け、係留船舶及び係留施設の取扱が重要なポイントとなるが、 

「計画的な不法係留船対策の促進について」平成１０年６月１９日付建設省河政発第６２

号河川局水政課長通達では、不法係留船の定義についての（１）において、「不法係留船と

は、その係留に河川法第２４条、第２６条等の規定に基づく河川管理者の許可が必要であ

るにもかかわらず当該許可を得ずして係留している船舶をいい、それがプレジャーボート

等のレジャーの用に供するものであるか、漁船等の事業の用に供するものであるかを問わ

ない。ただし、不法係留船対策の実施に当たり、地域の慣行を踏まえ、生業を行うために

必要な船舶とレジャーの用に供する船舶とで扱いを異にすることは不合理ではない。した

がって、漁船等の事業の用に供する船舶については、例えば、暫定係留施設への係留を優

先的に認めること、港湾区域又は漁港区域との重複区域において船舶係留施設の占用を認

めること等の柔軟な対応を行うこととされたい。」とされていることから、上記通達に基づ

くとともに木曽三川下流部における歴史的経緯を踏まえ、本計画における係留船舶及び係

留施設の取扱を以下のとおりとする。資 11 
  
（１）変形護岸許可係留対象船舶の扱い 
  木曽三川下流部における変形護岸に許可係留できる船舶は、船を利用した生業の維持 
 及び河川管理上の観点から、下記（ア）（イ）に合致し「日常及び出水時管理が徹底で 
 きる生業の用に供する船舶」とする。 
 
  （ア）漁船 
    水産業協同組合法第２条第１項における漁業協同組合もしくは漁業生産組合に所 
   属する組合員が所有し必要な法定点検を受けている船であり、漁船登録に該当する 
   船は登録（漁船法第１０条第１項）済みのもの。小型船舶登録に該当する船は登録 
   （小型船舶の登録等に関する法律第６条第１項）済みのもの。漁船及び小型船舶    
   登録や船舶検査に該当しない船は漁業協同組合もしくは漁業生産組合の管理責任に 
   おいて認めたもの。 
 
  （イ）漁船以外の生業船 
    関係する法律の許可、届出や登録等がされている、遊漁船業船、定期航路船・貨 
   物船・遊覧船等の業務用船、起重機・作業船等の特殊船とする。 
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    遊漁船業船は遊漁船業の適正化に関する法律第２条第２項にいう船舶で同法第３ 
   条第１項による登録を受けた遊漁船業に供するもの。 
    定期航路船・貨物船・遊覧船等の業務用船は海上運送法第２条第１項にいう海上   
   運送事業及び内航海運業法第２条にいう内航運送であって係る法律の許可、届出及 
   び登録を受けた業に供するもの。 
    起重機・作業船等の特殊船は河川工事や警戒業務に従事するもの。 
 
（２）暫定係留施設（船頭平）に暫定許可係留している船舶の扱い 
  不法係留船対策により暫定係留施設（船頭平）に暫定係留を認めた船舶については、 
 平成２７年３月３１日の暫定係留期限到来後は占用廃止することから自助努力で新たな 
 係留場所を確保しなければならない。 
  但し、Ⅰの３．（１）の（ア）（イ）に合致する船舶については整理集約後の変形護岸 
 に占用者の係留許可を得たのちに係留することは可能とする。 
  
（３）許可施設以外に不法係留している生業船の扱い 
  不法係留船のうち、Ⅰの３．（１）の（ア）（イ）に合致する生業船は自助努力によっ 
 て係留場所を確保しなければならないが、整理集約後の変形護岸に占用者の係留許可を 
 得たのちに係留することは可能とする。 
 
（４）係留施設の扱い 
  （ア）変形護岸について 
    占用者は許可係留する船舶についてⅠの３．（１）（ア）（イ）に合致させるものと 
   し、不法係留の排除及び不法工作物の撤去など適切な管理運営を行うこととする。 
    資 9 
   係留船舶が減少している変形護岸は集約し、係留船舶が存在しない変形護岸は占 
  用廃止する。 
   但し、占用廃止した変形護岸について、沿川自治体が新たに水面利用のための離 
  発着場所として占用することは可能とする。 

 
  （イ）暫定係留施設（船頭平防災桟橋）について 
    不法係留船対策として１０年間の暫定係留を防災桟橋に認めたものであり、不法 
   係留船対策の目的や防災桟橋の設置・利用目的に鑑み期間経過後は暫定係留施設と 
   しての占用は廃止する。資 10 
 
  （ウ）出水時等における避難場所の確保 
    変形護岸に許可係留している船舶の所有者は、出水時等における船舶の避難場所 
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   を確実に確保するものとする。 
 
４．計画の対象区域 
  本計画の対象区域は木曽川、長良川、揖斐川の木曽三川下流部（木曽川下流河川事務 
 所管内）とする。資 12 
 
 
Ⅱ．重点的撤去区域設定及び同区域における不法係留船の強制的な撤去措置に 
 係る年次計画 
 
１．不法係留船の現状と問題点 
（１）河川区域内における船舶の係留については、係留杭等の施設を設置して係留する場 
  合には河川法第２４条、第２６条等の規定に基づく河川管理者の許可が必要であり、 
  係留施設を設置することなく係留する場合においては当該係留が通常の一時係留でな 
  い場合には、法第２４条等の規定に基づく河川管理者の許可が必要である。 
   また、河川区域と港湾区域が重複する区域については、港湾法第３７条の規定に基 
  づく港湾管理者の許可が必要である。資 11 
 
（２）H１８年調査による木曽三川下流部の係留船は、係留船舶数１、４７８隻のうち、許 
  可船舶７７４隻、無許可船舶７０４隻、不法工作物（桟橋等）１２４カ所となってい 
  る。資 4,5,6 
   これら河川法の許可に基づかない不法係留船及び不法工作物は、洪水の流下阻害（流 
  出による橋脚引っ掛かり等）、河川管理施設等への損傷（護岸への係留杭打ち込み、流 
  出による橋脚や排水機場損傷等）、河川工事への支障、油漏れ等の水質事故や騒音の発 
  生、景観の阻害、一般公衆の使用の妨げ等様々な面で治水上及び河川管理上の支障を  
  増大させ、河川環境の悪化をもたらしている。資 1 
 
２．重点的撤去区域設定の基本的な考え方 
  河川管理者が不法係留船対策を適正に実施するため、重点的に強制的な撤去措置を講 
 ずる必要があると認められる河川の区域（以下「重点的撤去区域」という。）を次の観点  
 から設定するものとする。 
  優先順位は不法係留船の隻数、不法係留船に占める所有者不明の割合等の状況を勘案 
 して決定する。 
（１）流路特性 
   洪水時等に著しく流下を阻害する区域及び狭窄部、水衝部、湾曲部、渦流発生区域。 
（２）河川管理施設等 
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   水門、橋梁等施設付近の区域。 
（３）環境保全 
   動植物の生態を保全する必要がある区域やゴミの不法投棄、騒音等により環境の悪 
  化が懸念される区域。 
（４）水辺の利用等 
   親水公園等水辺の利用を推進する区域。 
（５）水域管理 
   沈没船や廃船が放置されている区域で水域管理上支障のある区域。 
（６）河川工事 
   河川工事が早期に予定される区域。 
 
３．強制的な撤去措置の進め方 
（１）重点的撤去区域及び強制的な撤去措置の周知については、木曽三川下流部船舶対策 
  協議会等を通じて、様々な手法により実施するものとする。 
（２）強制的な撤去措置については、不法係留船及び不法工作物等について所有者の確知 
  作業を行い、所有者不明船舶等は簡易代執行を実施する。 
   所有者が判明した船舶等は撤去指導を行い、是正がされない場合は河川法に基づく 
  監督処分や行政代執行法に基づく措置等を執るものとする。資 13 
 
４．年次計画（平成 23～27 年度 重点的撤去区域設定及び強制的な撤去措置） 
  重点的撤去区域における不法係留船のうち、生業船であってⅠの３．（１）の（ア）（イ） 
 に合致する船舶は自助努力によって係留場所を確保しなければならないが、整理集約後 
 の変形護岸に占用者の係留許可を得たのちに係留することは可能とする。 
 
 （１）重点的撤去区域及び強制的撤去措置実施年度は下記のとおりとする。 
  木曽三川下流部における不法係留船の係留箇所は全域にわたり広く点在しているが、 
  平成１８年の調査結果から、下記の①②③を当面の重点的撤去区域とする。 
 
  ①「ケレップ水制群」 
   （許可施設以外で不法係留船の数が多い。不法係留船に占める所有者不明の割合が 
    高い。沈・廃船が多い。土木遺産である。） 
 
  ②「船頭平閘門木曽川水路及び西川地先」 
   （許可施設以外で不法係留船の数が多い。不法係留船に占める所有者不明の割合が 
    高い。重要文化財である船頭平閘門の接続水路である。木曽川水路における航路 
    の阻害となっている。西川地先は本川に係留しており流下阻害の恐れがある。） 
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  ③「油島地先」 
   （許可施設以外で不法係留船の数が多い。不法係留船に占める所有者不明の割合が 
    高い。治水神社等の歴史的建造物、国の史跡である千本松原や木曽三川公園の近 
    隣である。） 
 
  強制的な撤去措置実施年度は、不法係留実態、措置の周知及び準備期間等を鑑み下記 
 のとおりとする。資 14 
 
平成２３年度    ケレップ水制群（木曽川右岸１４．０～２４．４ｋｍ附近） 
          資 15～17 
                                      
平成２４～２５年度 船頭平閘門木曽川水路（木曽川右岸１２．４ｋｍ附近）及び 
          西川地先（同１０．４ｋｍ附近）資 18～21 
 
平成２６～２７年度 油島地先（揖斐川左岸１４．０ｋｍ附近）資 22 
 
 重点的撤去区域は不法係留の実態及び対策の進捗状況等を総合勘案して順次定めるが、

最終的には木曽三川下流部全体に設定するものとする。 
 
 
Ⅲ．係留・保管施設等に係る年次計画 
 
１．係留施設の現状と問題点 
【変形護岸】 
 河川工事の支障となる係留船の移動場所として、高水敷の一部を利用して低水護岸を

整備し、地元自治体が占用して船舶の係留を認めている。 
 現状としては、本来の使用者の所有ではない船の係留、桟橋等の不法工作物の設置、

係留船舶が不在となった変形護岸、所有者の管理不行き届きによる沈船・転覆による油

漏れ等の水質事故、洪水時の避難場所不足等の問題があることから、管理手法の再点検、

変形護岸の整理集約・廃止・利活用、出水時避難場所の確保が必要となっている。資 9,14 
 
【暫定係留施設（船頭平防災桟橋）】 
 船頭平閘門長良川水路に国が防災桟橋を設置、不法係留船対策として１０年間の暫定

係留期限をもって船頭平地区環境整備協議会が暫定係留施設として占用し、当該場所に

過去から係留していた船舶の使用を認め現在に至っている。 
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 管理は占用者から委託を受けた者が行い、平成１７年の占用及び使用開始以降、重大

な問題は生じておらず適正な管理運営が行われている。 
 防災桟橋の設置・利用目的に対応した取り組みとして占用者が防災訓練を年１回実施

している。 
 係留許可を受けた者は、使用規則において暫定係留施設へ係留を開始したあとも恒久

的保管施設の確保に努めることとなっている。 
 暫定係留期限は平成２７年３月３１日であり、期限到来後は占用を廃止することとし

ている。資 10,14 
 
【マリーナ】 
 木曽三川下流部における民間マリーナは 2 カ所、伊勢湾全体では１２カ所（民間・公

共マリーナ）となっている。 
 
２．年次計画（平成 23～27 年度） 
（１）変形護岸 
  占用者は係留実態調査を行い、許可係留船舶をⅠの３．の（１）（ア）（イ）に合致 
 させるものとし、不法係留の排除及び不法工作物の撤去など適切な管理運営を行うこ  
 ととする。 

   係留船舶が減少している変形護岸は、許可施設以外の不法係留船のうち生業船であ 
  ってⅠの３．（１）の（ア）（イ）に合致する船舶を含めて整理集約する。 
  係留船舶が存在しない変形護岸は廃止する。資 14 
  
 

（ア）過去の経緯から生業以外の用に供する船舶の使用許可を認めている変形護岸に 
  ついて 

 
     占用者はⅠの３．の（１）（ア）（イ）に合致しない船舶を変形護岸から民間マ 
    リーナ等へ移動させる。当該船舶の移動にあたっては所有者の自助努力で行うも 
    のとする。 
     当該船舶が民間マリーナ等へ移動するまでの間、占用者は適切な管理運営を行 
    い当該船舶の権利譲渡や隻数の追加は認めない。 

 
（２）暫定係留施設（船頭平防災桟橋） 

   そもそも防災桟橋の設置・利用目的は災害時を想定したものであり、平時の有効利 
  用として、舟運等が乗下船場として使用することは可能としても、民間個人の船を係    
  留させることは、本来の設置・利用目的と大きく異なってくるものであるが、不法係 
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  留船対策として、船頭平地区環境整備協議会が占用し１０年間の暫定係留を防災桟橋 
  に認めたものである。 
   従って平成２７年３月３１日の暫定係留期間経過後は暫定係留施設としての占用を   
  廃止する。 
   使用規則において係留許可を受けた者は、暫定係留施設へ係留を開始したあとも恒 
  久的保管施設の確保に努めることとなっているため、確保ができないことを理由に占 
  用廃止後の継続係留を認めることはできない。 
   暫定係留船のうち生業船であってⅠの３．（１）の（ア）（イ）に合致する船舶につ  
  いては、自助努力によって係留場所を確保しなければならないが整理集約後の変形護 
  岸に占用者の係留許可を得たのちに係留することは可能とする。資 9,14 

 
 （３）出水時等における避難場所の確保 
   変形護岸に許可係留している船舶の所有者は、出水時等における船舶の避難場所を 
  確実に確保するものとする。 
 
 （４）生業船以外の船舶に係る新たな恒久的係留・保管施設等の整備について 
   民間活力等による施設整備が考えられることから、船舶対策協議会から地域に向け 
  て施設整備に係る情報を幅広く発信していく。 
 
 
 

Ⅳ．その他 
１．条例整備に向けた取り組み 

  船舶の係留・保管の適正化を進めるため、地方自治体における条例の制定を求める取 
 り組みを進める。 
 
２．関係者への広報啓発活動の取り組み 
 水域利用の秩序の確立や係留・保管の適正化を図るためには、船舶所有者の自己責任

の原則を前提にしながら関係者の責務を明確にし、水域利用のルールやマナーの遵守等

について意識の啓発活動を行うことが重要である。 
 特にプレジャーボート等販売事業者及びマリーナ事業者並びに利用者団体等において

は、利用者と直接相対する立場にあることから、係留・保管に関する情報の提供やルー

ルやマナーの遵守等の意識啓発活動について積極的な役割を果たしていくことが望まれ

る。就いては、各水域管理者は地方公共団体や各種事業者等と情報交換や調整を行う等

連携を図りつつ、広く情報提供や啓発活動を実施することとする。資 23 
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３．計画推進のための体制整備 
 水域利用の秩序の確立や係留・保管の適正化を図るためには、河川、港湾、漁港の各

水域管理者による取り組みだけでなく、関係自治体、警察機関、海上保安機関等の行政

機関のほか、プレジャーボート等製造・販売事業者、マリーナ事業者、利用者団体、漁

業関係者等が相互に連携することが重要である。                          

 木曽三川下流部においては、不法係留船対策に係る規制及び係留保管施設整備の検討 

機関である「木曽三川下流部船舶対策協議会」は、水面利用ルールの設定・周知・啓発

活動を実施している「木曽三川下流部水面利用協議会」と連携し、定期的に情報交換や

連絡調整を行うなど効果的な対策を講じていくこととする。資 24 
 
４．年次計画の実効確保 
 本計画のⅠ（木曽三川下流部不法係留船対策に係る計画検討の基本的考え方）の１～

４を達成するため、Ⅱ（強制的撤去措置）及びⅢ（係留保管施設等）の年次計画につい

ては不法係留実態等に対応した実効あるものとなるよう必要に応じて適宜見直しを行う。 
 
 



1

木曽三川下流部不法係留船対策に係る計画書
（参考資料）

不法係留船舶、不法工作物（桟橋等）の問題点

治水上の支障

○洪水の流下阻害（沈船等）
○船舶流出による橋梁等（許可工作物）の損傷
○係留環の打ち込み等による護岸等（河川管理施設）の損傷
○河川工事施工の支障
○津波、高潮被害の拡大

河川管理上の支障

○沈、転覆による油漏れ事故等の発生
○他の河川利用者の自由使用の妨げ
○景観、自然環境の阻害
○日常管理ができていない船舶の場合、洪水時等の迅速な対応が
困難

燃料油等の流出

出水による船舶の転覆

護岸損傷（係留杭）

沈船による施設の損傷

資1

21.9時点 85隻確認

長良川

22.3.9～15  
簡易代執行実施（32隻、船台1）長良川左岸9.4km付近

下坂手変形護岸

【経緯】
本来の使用者が
いなくなったことから
H19年度末に占用廃止

撤去指導を継続して
実施するが是正されず

H21年には台風18号
により船が転覆・沈没

撤去完了後

撤去作業

下坂手
変形護岸

長良川左岸12km付近
に係留

ﾌﾞｰｽﾀｰ船
【経緯】
長良川河口堰運用開始
後の浚渫工事に従事し
た作業台船。

全長47m、幅約15mで
32klのA重油を積載。

老朽化が進み、沈没や
燃料油流出のおそれが
あった。

自主撤去（解体）

21.3月 監督処分 （河川法第75条第1項）
21.4月 戒告書交付 （行政代執行法第3条第1項）
21.5月 自主撤去開始
21.8.10  撤去作業終了

ﾌﾞｰｽﾀｰ船

資2平成21年度 強制的撤去措置

長良川左岸11 6k附近

西川地区
（ﾜﾝﾄﾞ）

木曽川右岸10 6k附近

松之木
変形護岸

(一部)

22.12.7  簡易代執行実施（9隻）
22.12.8  行政代執行実施（７隻）

長良川

撤去完了後

撤去作業

撮影H21.10

木曽川

23.1.19～20  簡易代執行実施（12隻）

22.4時点
40隻確認

撤去作業

撤去完了後

【経緯】
21.10月の台風18号
で船が沈没、所有者
は是正指示に従わず
放置

22.3月に水質事故発

生（沈没船から油流
出）し、緊急的に河川
管理者が引き上げ

22.4月一部占用廃止
22.9月監督処分・

簡易代執行公告
22.11月戒告書交付
22.12月代執行令書

【経緯】
当該場所は所有者不
明の不法係留船が、
長年に亘り多数放置
（21.4月時点で40隻）

日常管理ができてい
ない船がほとんどで
あり、油流出による
水質事故や洪水時
に流出するおそれが
あった

22.11月
簡易代執行公告

平成22年度 強制的撤去措置 資3
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管内における係留船舶等の現状

係留船舶数 １,４７８隻

うち、許可船舶以外 ７０４隻

許可船舶（変形護岸や防災桟橋に係留を認めたもの） ７７４隻 漁船等
生業船
542隻

生業船以外
232隻

漁船等
生業船
422隻
生業船
以外
282隻

H18年
調査

桟橋
国の設置した桟橋（防災桟橋） 6カ所

不法桟橋 １２４カ所

H18年
調査

資4

1,478隻のうち、
漁船等生業船964 生業船以外514

H18調査 係留船総数1,478隻における「生業以外」のうち

所有者が判明している198隻の所有者住所（県別）

愛知県

35%

岐阜県

14%

三重県

49%

その他

2%

H18調査 係留船舶総数1,478隻における

「生業」と「生業以外」の割合

生業以外

35%

生業

65%

1,478隻における
漁船等生業船964 生業船以外514

資5

（
図

２
H

18
3
月

時
点

）

資
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河川整備方針 河川整備計画

河川環境管理
基本計画

河川空間管理
計画

対策計画策定

治水、環境、河川利用

水面利用ルール（水面利用協議会）

計画的な不法係留船対策の
促進について
（H10．2．12河川局長通達）

整
合

木曽三川下流部における自然環境等と調和のとれた
安全で快適な河川利用を推進するために策定

不法係留船舶の数が多い等の理由により計画的な
不法係留船舶対策を講じる必要がある河川については、

計画を地域の実態に応じて水系又は主要な河川毎等に策定し、
計画的な撤去を行うこととする。

不法係留船舶対策に係る計画策定の目的

資７
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不法係留船舶対策に係る計画策定の方法

木曽三川下流部船舶対策協議会での
協議を通じて河川管理者が策定

協議会構成：学識者、愛知県、岐阜県、三重県、沿川自治体、警察、海上保安庁、国土交通省
平成２０年２月に第１回協議会を開催して以降、計画的な不法係留船舶対策の協議を重ねている。

河川管理者と沿川自治体等が一体となって共通の目標を設定することが必要

○基本的考え方（計画策定の目的、策定方法、係留船及び係留施設の取扱、計画の対象区域）
○年次計画（重点的撤去区域の設定及び強制的な撤去措置）
○年次計画（係留・保管施設等）

資8 木曽三川下流部における変形護岸の一例

揖斐川

東名阪

JR、近鉄

長良川

歴 史

漁 業

資9
全体で３４箇所

H22.7月時点 暫定係留（船頭平防災桟橋）における

生業以外の船舶73隻の所有者住所（県別）

愛知県

77%

岐阜県

18%

三重県

5%

船頭平暫定係留施設（防災桟橋）

桟橋数101 利用者86（漁船等の生業船11 生業以外73 国2） 空き15

資10

長良川

船頭平閘門

木曽川 河川管理者の許可に
基づかず係留している
船舶及び係留施設
（プレジャーボート等のレジャーの用に供するもので
あるか、漁船等の事業に供するものであるかを問わ
ない）

○係留杭等の施設設置には法第24条、第26条
の許可が必要

○係留施設を設置することなく係留する場合は
一時係留でなければ、法第24条の許可が必要。

河川法

計画的な不法係留船対策の
促進について

（H10．2．12河川局長通達）

資11

不法係留
船舶等とは

但し、不法係留船舶対策の実施にあたり、地域の慣行を踏まえ、生業
を行うために必要な船舶とレジャーの用に供する船舶とで扱いを異に
することは、不合理ではない。したがって漁船等の事業の用に供する船
舶については、例えば暫定係留施設への係留を優先的に認めること、
港湾区域または漁港区域との重複区域において船舶係留施設の占用を
認めること等の柔軟な対応を行うこととされたい。

H10.6.19
河川局水政課長、河川環境課長、治水課長発
「計画的な不法係留船対策の促進について」

係留施設及び係留船舶の取扱

法に基づく強制的な
撤去措置の対象

但
し
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資
12

行 政 代 執 行 ・ 簡 易 代 執 行

不法係留船等

所有者が判明※１

是正指示※２

（河川法第７７条第１項）

弁明の機会の付与
（行政手続法第１３条第１項第２号）

戒告書の交付
（行政代執行法第３条第１項）

代執行令書の交付
（行政代執行法第３条第２項）

行政代執行の実施
（行政代執行法第２条）

監督処分
（河川法第７５条第１項）

不利益処分理由書
（行政手続法第１４条第１項）

代執行費用納付命令
（行政代執行法第５条）

代執行費用の徴収※３

（行政代執行法第６条）

所有者が不明※５

撤去する旨を公告※６

（河川法第７５条第３項）

簡易代執行の実施
（河川法第７５条第３項）

除却した工作物の保管
（河川法第７５条第４項）

返還のための公示※７

（河川法第７５条第５項）

所有者が判明（工作物の返還）

物件の引き取り通知

物件の処分※４

1ヶ月程度の履行期限

1ヶ月程度の履行期限

1ヶ月程度の履行期限

1週間程度の履行期限

1ヶ月程度の猶予期間

公示の日から６ヶ月後
所有権が国に帰属

（河川法第７５条第１０項）

所有者が不明

要した費用の請求
（河川法第７５条第９項）

※１ 小型船舶番号、漁船登録番号等から所有者
等を調査

※２ 是正指示は複数回行うことも可能
※３ 国税滞納処分の例により財産の差し押さえ

が可能
※４ 財産的価値のあるものは売り払い、価値の

無いものは廃棄する。

※５ 過失なく所有者等が判明
しない場合のみ簡易代執
行が可能

※６ 通常、現地や事務所掲示
板等を利用し公告する

※７ 保管を始めた日から１４
日間、事務所等に掲示す
る。その後も所有者等が
判明しないときは官報に
掲載する。

最

短

約
５
ヶ
月

約
１
ヶ
月

行政代執行 簡易代執行 資13

調査・準備・撤去指導

調査・準備・撤去指導

重
点
的
撤
去
区
域
設
定
及
び
同
区
域

に
お
け
る
不
法
係
留
船
の
強
制
的
な

撤
去
措
置
に
係
る
年
次
計
画

出水時等における
避難場所の確保

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

不法係留船対策に係る計画書 フロー

調査・準備・撤去指導

変形護岸に係留できる船舶は、船を利用した生業の維持及び河川管理上の観点から、
計画書Ⅰの３． １）の（ア）（イ）に合致し「日常及び出水時管理が徹底できる生業の用に供する船舶」とする。

占用者は係留実態調査を行い、許可係留船舶をⅠの３．の（１）（ア）（イ）に合致させるものとし、不法係留の排除及び不法工作
物の撤去など適切な管理運営を行うこととする。

係留船舶が減少している変形護岸は、許可施設以外の不法係留船のうち生業船であってⅠの３．の １）（ア）（イ）に合致する船
舶を含めて整理集約する。
係留船舶が存在しない変形護岸は占用廃止する。但し、占用廃止した変形護岸について、沿川自治体が新たに水面利用

のための離発着場所として占用することは可能とする。

変
形
護
岸
の

整
理
集
約
・

廃
止
・利
活
用

11
～
3
月

ケ
レ
ッ
プ
水
制
群

簡
易
及
び
行
政
代
執
行

船
頭
平
閘
門

木
曽
川
水
路

・西
川
地
先

簡
易
及
び

行
政
代
執
行

船
頭
平

暫
定
係
留

施
設

（係
留
期
限

27
・３
・31
）

不法係留船対策により暫定係留施設 船頭平）に暫定係留を認めた船舶については、
平成２７年３月３１日の暫定係留期限到来後は占用廃止することから自助努力で新たな
係留場所を確保しなければならない。但し、Ⅰの３． １）の（ア）（イ）に合致する船舶につい
ては整理集約後の変形護岸に占用者の許可を得たのちに係留することは可能とする。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度～

油
島
地
先

簡
易
及
び

行
政
代
執
行

条例整備

広報・啓発

許可施設以外に係留している不法係留船のうち、
生業船であって、計画書Ⅰの３．の（ア）（イ）に
合致する船舶について、自助努力によって係留
場所を確保しなければならないが、整理集約後
の変形護岸に占用者の許可を得たのちに係留する
ことは可能とする。

変形護岸に許可係留している船舶の所有者は、出水時における船舶の避難場所を確実に確保する。

船舶の係留・保管の適正化を進めるため、地方自治体における条例の制定を求める取り組みを進める。

各水域管理者、関係自治体、警察機関、海上保安機関、船舶製造・販売事業者、漁業関係者、利用者団体、各種協議会等が相互に連携。

生業船以外の船舶に係
る恒久的係留・保管施設

の整備
民間活力等による施設整備が考えられることから船舶対策協議会から地域に向けて施設整備に係る情報を幅広く発信する。

27.

3.

31

暫
定
係
留

期
限

占
用
廃
止

最終的には
木曽三川下流部
全体に重点的撤去
区域を設定する

資14 年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H23年度 ケレップ水制群（木曽川右岸14.0～24.4km附近）

東海大橋

木曽川

東海
広場

資15
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H23 2 2～3現地調査結果 係留隻数 57

立田大橋

木曽川

18.1km附近

23.4km附近

木曽川

東海大橋

特に係留船が多い箇所

ケレップ水制

資16
ケレップ水制群

資17
木曽川撮影H23.2

木曽川

ケレップ水制

撮影H22.9

年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H24～25年度 船頭平木曽川水路及び西川地先
（木曽川右岸10.4～12.6km附近）

船頭平校門木曽川水路

木曽川

資18
H18年調査 木曽川水路

係留船総数66 （所有者判明24 所有者不明42）

木曽川

木曽川水路

木曽川

船頭平閘門

木曽川水路

長良川水路

資19
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年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H24～25年度 船頭平木曽川水路及び西川地先
（木曽川右岸10.4～12.6km附近）

西川地先水辺の楽校

船頭平閘門

木曽川

資20
H18年調査 西川地先

係留船総数7 （所有者判明3 所有者不明4）

木曽川

水辺の楽校

カルチャービレッジ

木曽川

東名阪

資21

年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H18年調査
係留船総数76 （所有者判明36 所有者不明40）

木曽三川公園センター

油島大橋

治水神社

揖斐川

揖斐川
油島大橋

治水神社側から望む

H26～27年度 油島地先（揖斐川右岸14.0km附近）

資22
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販
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木
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